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要旨 本稿は盛岡市と山形市を例に市町村レベルの産業連関表の作成を試みる。産業連関表は中間投入・
中間需要，粗付加価値と最終需要の 3 つの部分に分ける。中間投入と粗付加価値の合計額である各
産業部門の生産額が中間需要と最終需要の合計額である各部門の生産額に等しくなるように，3 つ
の部分の推定を行う。推定に際して県の産業連関表，県と市の就業者数，県と市の総生産，県と市
の人口等のデータを用いる。 
 
1．はじめに 
 
産業連関表とは対象地域が 1 年間に行わ
れた財・サービスの産業間取引をまとめた
ものである。例えば、ある産業の生産につ
いて他の産業からどのぐらいの原材料とし
て投入されたか、更にどのぐらい最終需要
があったか表している。また、その産業が
どのぐらいの雇用をもたらし、どのぐらい
の付加価値をもたらしたかも表している。
すなわち、産業連関表はその地域の 1 年間
の財・サービスの供給と需要を表している
ことである。県や政令指定都市では産業連
関表を作成し、それをもとに経済波及効果
の分析例を公表している。例えば岩手県で
は産業連関表の分析ツール（経済波及効果）
を用意している。千葉市では平成 17 年産業
連関表をもとに、観光施設の建設による市
経済への波及効果の分析例を公表している。 
経済波及効果を算出するために，市町村
レベルの産業連関表の必要性が高まってい
る。日本創生会議（2015）においてこれか
らの東京圏高齢化危機への回避戦略の 1 つ
として、東京圏の高齢者が希望に沿って地
方へ移住できるようにすることを提案して
いる。それにより、地方からの介護等の人 
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材流出が防げるとし、将来的には医療介護
サービスに余裕が生じてくる地域において
雇用を維持していくことにも寄与するとあ
る。しかし、地方へのメリット・デメリッ
トを考える上で、移住による経済効果と財
政負担を分析が必要となる。 
土居（2009）では団塊世帯の移住政策と
地域経済効果・財政効果について静岡県の
伊東市、川根本町、湖西市 3 地域を想定し
た分析を行っている。分析では財政負担に
ついて介護保険費用、老人医療費用とその
他の行政コストを国・県・市町村が公表し
ている統計データを用いて算出している。
経済効果や税収効果について静岡県の産業
連関表を用いて算出している。 
近年、政府による統計データの整備によ
り、介護医療費や行政の会計決算等のデー
タを入手しやすくなってきている。経済デ
ータに関してもオーダーメード集計による
提供が進んでいる。しかし、産業連関表に
関しては国・県・政令指定都市以外ではほ
とんど作成していない。国と県は平成 23 年
の産業連関表を公表しているが、政令指定
都市の多くは平成 17 年産業連関表となっ
ている。 
岩手県の市町村をみると盛岡市まちづく
り研究所が 2009 年度の基礎研究で平成 12
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年盛岡市産業連関表を作成しているのみで
ある。その中で国、都道府県と比較して、
市町村レベルの経済統計データの整備が遅
れていると述べている。しかし、日本創生
会議の提案の中で盛岡市は介護レベル（施
設やベット数の増設）の改善をすれば、移
住の候補地になりうるとしている。上述し
たように、現状では財政負担について算出
可能であるが、経済効果について算出でき
ないため、市として補助などにより介護レ
ベルを引き上げ、受入或いは政策立案の決
定ができないと思われる。 
更に、2014 年 11 月に制定・施行された
「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、
全自治体は人口の中長期の将来展望とその
実現のための産業実態等を踏まえた施策の
策定に努めるよう求められている。従って、
施策における経済波及と財政負担の見通し
を示す必要があると思われる。 
また、2013 年 9 月に日本ジオパークとし
て認定された三陸ジオパークは岩手県沿岸
も対象となっており、ジオツーリズムが広
域に経済効果をもたらすことになる。広域
の産業連関表を作成することにより、広域
にまたがる経済効果の推測も必要と思われ
る。 
そこで，本稿は地方創生等による経済波
及効果の分析は市町村レベルの産業連関表
が欠かせないと思い、盛岡市の産業連関表
を試作することとした。また，規模が同程
度である山形市の産業連関表の作成も試み
る。 
本稿は小長谷・前川（2012）と入谷（2012）
に従い，産業連関表の作成を進める。産業
連関表は内生部門である中間投入・中間需
要，粗付加価値と外生部門である最終需要
からなる。市町村の産業連関表の作成に当
たり，まず市町村の内生部門の生産額を決
める。生産額は就業者数における県に対す
る市の割合を用いて県の産業連関表の生産
額を按分する方法で推定する。次に推定し
た市の生産額をもとに内生部門である中間
投入・中間需要と粗付加価値を決める。中
間投入・中間需要と粗付加価値は県と同じ
特徴を持つと仮定して，県の投入係数表と
粗付加価値係数表を用いて，中間投入・中
間需要と粗付加価値を推定する。そして，
市内総生産は市内の粗付加価値の合計であ
ることから，市内総生産と産業連関表の粗
付加価値額を比較して調整を行う。内生部
門の推定を行ったあと，外生部門である最
終需要の推定を行う。推定に際して人口，
投資的経費等を用いる。最後に投入表（中
間投入と粗付加価値の合計）と産出表（中
間需要と最終需要の合計）の調整を行い，
産業連関表を完成させる。完成した産業連
関表をもとに，影響力係数と感応度係数に
ついても計算する。 
本稿の構成は以下の通りである。 
第 2 節では産業連関表の作成の詳細を述
べる。第 3 節では産業連関表をもとに算出
した影響力係数と感応度係数についてみて
いく。第 4 節では本稿の今後の課題を述べ
る。 
 
2．産業連関表の作成 
 
 本稿は小長谷・前川（2012）と入谷（2012）
を参考に産業連関表を推計する。産業連関
表は産業の部門数をもとに小分類表，中分
類表と大分類表に分けることができる。平
成 23 年の産業連関表において岩手県はそ
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れぞれ 189 部門表，103 部門表と 36 部門表
を公表しており，山形県は小分類表がなく，
108 部門表と 37 部門表を公表している。産
業連関表の作成の考え方はまず部門数を決
める必要があり，一般的には小分類表を作
成し，中分類表は小分類の部門を統合して
作成し，大分類表は中分類の部門を統合し
て作成することとなっている。 
産業連関表の構成は中間投入・中間需要，
粗付加価値，最終需要と生産額となってい
る。表の縦方向に部門ごとの中間投入と粗
付加価値の順に配置してあり，その合計が
部門ごとの生産額となる。表の横方向に部
門ごとの中間需要と最終需要の順に配置し
てあり，その合計が部門ごと生産額となる。
すなわち，生産額は中間投入と粗付加価値
の合計であると同時に，中間需要と最終需
要の合計でもある。 
都道府県の産業連関表の部門ごとの中間
投入と粗付加価値は既存の各種生産統計や
鉱工業投入調査などの特別調査，県民経済
計算の推計結果を使って推計している。統
計資料の制約がある場合，部門ごとの生産
額に対して国の産業連関表の投入係数を使
用して按分することもある。また，部門ご
との最終需要は県民経済計算の支出項目の
推計結果などから推計を行う。統計資料の
制約がある場合，部門ごとの最終需要を先
に推計し，国の産業連関表の最終需要項目
の構成比率で按分することがある。このよ
うに縦の生産額と横の生産額は異なる方法
で推計しているため，この時点では一致し
た額となっていない。そのため投入と産出
のバランス調整が必要であり，一般的には，
数値の精度が高い投入の方を固定し，産出
を調整することとなっている。 
本稿は盛岡市と山形市の産業連関表を作
成に当たり，統計データが少ないため，そ
れぞれ岩手県と山形県の平成 23 年産業連
関表の中分類表をもとに推計していく。ま
ず，部門別の生産額を決めて，次にそれを
もとに中間投入と粗付加価値を推定する。
そして，県内総生産と市内総生産をもとに
粗付加価値の調整を行い，中間投入の部分
を完成する。最後に，最終需要の推定を行
い，産業連関表を完成する。 
 
(1) 部門別の生産額の推計 
 部門別の生産額はコントールトータルと
呼ばれ，市町村単位の産業連関表を作成す
るに当たり，最初に決めておく必要がある。
ここでは，市の生産額を平成 26 年の事業
所・企業統計の産業（小分類）別従業者数
の県内比率を用いて按分する方法で推計す
る。図 2-1 と図 2-2 は 19 の業種に分類した
ときの盛岡市と山形市のそれぞれの県に対
する産業別従業者数の比率を示したもので
ある。 
 県内の全産業就業数に対して，盛岡市は
岩手県の 595,288 人の 28.18％を占め，山
形市は山形県の 530,727 人の 25.85％を占
めている。両市は県庁所在地であるため，
産業就業者数は県内で一番多い。産業別就
業者のうち，卸売業・小売業の割合が一番
高く，次は医療，福祉となっている。盛岡
市と山形市の違いがあるとすれば，盛岡市
と比べて山形市の製造業の割合が高い。両
市ともに県内の中心地であることから，第
3 次産業の就業者が多く，市全体就業者に
占める割合は盛岡市の 167,731 人の
87.96％，山形市の 137,192 人の 84.10％と
なっている。
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図 2-1 盛岡市における岩手県に対する産業別従業者数の比率 
 
 
図 2-2 山形市における山形県に対する産業別従業者数の比率 
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図 2-3 盛岡市の産業別就業者数の市全就業者数に占める割合 
 
 
図 2-4 山形市の産業別就業者数の市全就業者数に占める割合 
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図 2-5 岩手県の産業連関表の産業部門別上位 10 位までの生産額（単位：百万円） 
 
 
図 2-6 山形県の産業連関表の産業部門別上位 10 位までの生産額（単位：百万円） 
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図 2-7 岩手県の産業連関表の部門別就業者数に占める盛岡市の割合【上位 10 位】 
 
 
図 2-8 山形県の産業連関表の部門別就業者数に占める山形市の割合【上位 10 位】 
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図 2-9 盛岡市の産業連関表の部門別生産額【上位 10 位，単位：百万円】 
 
 
図 2-10 山形市の産業連関表の部門別生産額【上位 10 位，単位：百万円】 
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図 2-3 と図 2-4 は各市の全産業就業者数
に対する個別産業就業者数の割合を示して
いる。特徴は県で示した図 2-1 と図 2-2 と
同じである。市でみると卸売業・小売業は
全体の 20％を超えており，続いて医療，福
祉は約 15％となっている。 
図に示してある事業所・企業統計の産業
別従業者数の 19 業種は 98 の小分類からの
集計である。この産業分類は産業連表の産
業分類と基準が異なり，そのままでは使用
できない。そこで，事業所・企業統計の産
業（小分類）の部門と産業連関表の中分類
表の部門を比較しながら産業別就業者数を
産業連関表の部門に合うように，県産業就
業者数に対する割合を算出する 1。この割合
を用いて，県の産業連関表の部門別の生産
額を市の産業連関表の部門別の生産額に按
分する。図 2-5 と図 2-6 は岩手県と山形県
の部門別上位 10 位までの生産額を示して
いる。図からわかるように両県ともに生産
額の上位は第 3 次産業が多いが，その他に
岩手県は建設業関連部門，山形県は製造業
関連部門が上位に多く占めている。 
図 2-7 と図 2-8 は盛岡市と山形市のそれ
ぞれの県の産業連関表の部門別の就業者数
に占める割合を上位 10 位まで示している。
就業者数の割合の高い順から盛岡市は通信，
広告など，山形市は放送，インターネット
サービスなどとなっている。図 2-1 と図 2-2
と特徴が異なっているのは事業所・企業統
計の産業（小分類）の部門を産業連関表に
合うように集計しているためである。 
図 2-9と図 2-10は盛岡市と山形市のそれ
ぞれの生産額（市が県の産業連関表の部門
                           
1 詳細については小長谷・前川（2012），入谷（2012）
を参照されたい。 
別の就業者数に占める割合に県の産業連関
表の部門別の生産額をかけたもの）を上位
10 位まで示している。生産額の多い順から
盛岡市は小売，医療・保健など，山形市は
商業，医療となっている 2。県の生産額の特
徴との違いとして，上位 10 位の中にはほと
んど第 2 次産業が含まれていない。 
 
(2) 中間投入（中間需要）・粗付加価値の作
成 
 市の部門別の生産額（コントロールトー
タル）を決めたら，次に中間投入と粗付加
価値を決める。中間投入額を決めるにあた
り，県の中間投入と同じ特徴を持つと仮定
して，県の中間投入表を用いる。図 2-11 は
岩手県の中間投入表を一部抜粋したもので
あり，図 2-12 は盛岡市の中間投入試算表を
一部抜粋したものである。図 2-11 からある
部門に対して縦で見た場合は投入であり，
横で見た場合は需要である。例えば耕種農
業のために研究が 0.000134 の投入があっ
た。(1)で決めた生産額を表 2-11 の中間投入
係数の通りに按分する。同様に，各部門の
粗付加価値も県と同じ特徴を持つと仮定し
て，表 2-11 の投入表の下段にある付加価値
係数を用いて，(1)で決めた生産額を按分す
る。 
 例えば耕種農業の生産額は11,654,613千
円に対して，中間投入の合計が 4,366,701
千円となり，粗付加価値の合計が 7,287,909
千円となる。 
 
(3) 粗付加価値額の補正 
 上述の粗付加価値額は平成 26 年の事業
                           
2 県ごとの産業連関表の部門数は異なることがあ
るため，部門名が異なることがある。 
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所・企業統計の産業（小分類）別従業者数
の市における県内比率をもとに平成 23 年
の県の産業連関表の生産額を按分した市の
産業部門別の生産額に対して，県の付加価
値係数を用いて按分した。一方，1 年間の
産業部門別の粗付加価値額の合計は名目市
内総生産であり，公表している平成 25 年度
の盛岡市と山形市の名目市内総生産は産業，
政府サービス生産業と対家計民間非営利サ
ービス産業の合計に輸入品に課される税・
関税を加え，総資本形成に係る消費税を控
除した値で示されている。また産業は(1)農
林水産業①農業・②林業・③水産業，(2)鉱
業，(3)製造業，(4)建設業，(5)電気・ガス・
水道業，（6）卸売・小売業，(7)金融・保険
業，(8)不動産業，(9)運輸業，(10)情報通信
業，(11)サービス業に分けられている。 
 市の粗付加価値額は公表している名目市
内総生産を使用すべきだが，産業連関表の
産業部門と比べて 15 部門と少なく，最初か
らこちらを使うと産業連関表がかなり粗く
なってしまう。そこで，県の産業連関表を
もとに按分した各部門の粗付加価値額に対
して，公表してある名目市内総生産の産業
部門に表 2-1，表 2-2 のように括り直して比
較をする 3。 
 図 2-13 は産業部門別の県内総生産に占
める市内総生産の割合を示している。盛岡
市は情報通信業，金融・保険業，電気・ガ
ス・水道業と卸売・小売業が産業部門別の
県内総生産の 3 割以上を示しているのが特
                           
3 産業連関表は暦年データであり，名目市内総生
産は年度データである。本来は年度データを暦年
データに推計し直して調整を行うべきであるが，
ここではこのままで調整を行う。また，事業所・
企業統計の産業（小分類）別従業者数の年度も合
わすべきである。 
徴である。山形市は金融・保険業，情報通
信業，卸売・小売業と対家計民間非営利サ
ービス生産者が産業部門別の県内総生産の
3 割以上を示しているのが特徴である。両
市の特徴が似ていることが見て取れる。 
 県の産業連関表を上述した 15 部門に括
り直して，図 2-13 に示してある割合をもと
に市の部門別の粗付加価値を計算する。表
2-3 の各市の 2 列目が計算結果であり，こ
れを 2 次推計と呼ぶことにする。表 2-3 の
1 列目の市の産業部門別の粗付加価値は県
の産業連関表の粗付加価値率（本節(2)）に
よって算出したものであり，これを 1 次推
計と呼ぶことにする。表の各市の 3 列目は
2 次推計を 1 次推計で割った割合を示して
いる。この割合は１を上回ると本節(2)の推
計方法では粗付加価値を過小評価している
ことを，1 を下回ると過大評価しているこ
とを意味する。この割合をもとに，表 2-１，
2-2 に示してある産業連関表の各産業部門
の粗付加価値の再調整を行う。 
 図 2-14は表 2-3の割合をもとに算出した
盛岡市の産業連関表の一部を示している。
例えば表 2-3 から農業は約 0.68 と第 1 次推
計では過大評価しているため，耕種農業，
畜産と農業サービスを図 2-12 の粗付加価
値部門計の値から約 0.68 倍をかけて，県の
付加価値係数表を用いて各部門に振り分け
る。 
 
(4) 最終需要項目の推計 
 最終需要項目は家計外消費支出，民間消
費支出，一般政府消費支出，市内総固定資
本形成（公的と民間），在庫純増，移輸出と
移輸入によって構成される。 
 家計外消費支出は粗付加価値部門の家計  
11 
 
 
図 2-11 岩手県の投入係数表（一部抜粋） 
12 
 
 
図 2-12 盛岡市の投入試算表（一部抜粋） 
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表 2-1 盛岡市の産業連関表と市内総生産の産業分類対照表 
 
産業連関表 市内総生産 産業連関表 市内総生産
食肉・畜産食料品 耕種農業
水産食料品 畜産
精穀・製粉 農業サービス
めん・パン・菓子類 林業 林業
その他の食料品 水産業 水産業
飲料・たばこ 金属鉱物
飼料・有機質肥料（別掲を除く。） 石炭・石油・ガス
繊維工業製品 非金属鉱物
衣服・その他の繊維製品 建築
木材・木製品 建設補修
家具・装備品 土木
パルプ・紙・板紙・加工紙 電力
紙加工品 ガス・熱供給
印刷・製版・製本 水道
化学肥料 廃棄物処理
無機化学工業製品 卸売 卸売・小売業
有機化学工業製品 小売
合成樹脂・化学繊維 金融・保険 金融・保険業
医薬品 不動産仲介及び賃借
化学最終製品（医薬品を除く。） 住宅賃貸料
石油・石炭製品 住宅賃貸料（帰属家賃）
プラスチック製品 鉄道輸送
ゴム製品 道路輸送（自家輸送を除く。）
なめし革・毛皮・同製品 自家輸送
ガラス・ガラス製品 水運
セメント・セメント製品 航空輸送
陶磁器・その他の窯業・土石製品 貨物利用運送
銑鉄・粗鋼 倉庫
鉄屑 運輸附帯サービス
鋼材 郵便・信書便
鋳鍛造品・その他の鉄鋼製品 通信
非鉄金属精錬・精製 放送
非鉄金属屑 情報サービス
非鉄金属加工製品 公務
建設・建築用金属製品 教育
その他の金属製品 研究
はん用機械 その他の非営利団体サービス 対家計民間非営利サービス生産業
生産用機械 医療・保健衛生
業務用機械 社会保険・社会福祉
電子デバイス 介護
その他の電子部品 物品賃借サービス
産業用電気機械 広告
民生用電気機器 自動車整備・機械修理
電子応用装置・電気計測器 その他の対事業所サービス
その他の電気機械 宿泊業
通信機械・同関連機器 飲食サービス
電子計算機・同附属装置 洗濯・理容・美容・浴場業
自動車 娯楽サービス
船舶・同修理 その他の対個人サービス
その他の輸送機械・同修理 事務用品
その他の製造工業製品 分類不明
再生資源回収・加工処理
産業分類
製造業
不動産業
運輸業
情報・通信業
政府サービス生産業
サービス業
建設業
電気・ガス・水道業
農業
鉱業
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表 2-2 山形市の産業連関表と市内総生産の産業分類対照表 
  
産業連関表 市内総生産 産業連関表 市内総生産
食料品 耕種農業
飲料 畜産
飼料・有機質肥料（別掲を除く。） 農業サービス
たばこ 林業 林業
繊維工業製品 漁業 水産業
衣服・その他の繊維既製品 金属鉱物
木材・木製品 石炭・原油・天然ガス
家具・装備品 非金属鉱物
パルプ・紙・板紙・加工紙 建築
紙加工品 建設補修
印刷・製版・製本 公共事業
化学肥料 その他の土木建設
無機化学工業製品 電力
石油化学基礎製品 ガス・熱供給
有機化学工業製品（石油化学基礎製品を除く。） 水道
合成樹脂 廃棄物処理
化学繊維 商業 卸売・小売
医薬品 金融・保険 金融・保険
化学最終製品（医薬品を除く。） 不動産仲介及び賃貸
石油製品 住宅賃貸料
石炭製品 住宅賃貸料（帰属家賃）
プラスチック製品 鉄道輸送
ゴム製品 道路輸送（自家輸送を除く。）
なめし革・毛皮・同製品 自家輸送
ガラス・ガラス製品 水運
セメント・セメント製品 航空輸送
陶磁器 貨物利用運送
その他の窯業・土石製品 倉庫
銑鉄・粗鋼 運輸附帯サービス
鋼材 郵便・信書便
鋳鍛造品 通信
その他の鉄鋼製品 放送
非鉄金属製錬・精製 情報サービス
非鉄金属加工製品 インターネット附随サービス
建設・建築用金属製品 映像・音声・文字情報制作
その他の金属製品 公務
はん用機械 教育
生産用機械 研究
業務用機械 その他の非営利団体サービス 非営利
電子デバイス 医療
その他の電子部品 保健衛生
産業用電気機器 社会保険・社会福祉
民生用電気機器 介護
電子応用装置・電気計測器 物品賃貸サービス
その他の電気機械 広告
通信機械・同関連機器 自動車整備・機械修理
電子計算機・同附属装置 その他の対事業所サービス
乗用車 宿泊業
その他の自動車 飲食サービス
自動車部品・同附属品 洗濯・理容・美容・浴場業
船舶・同修理 娯楽サービス
その他の輸送機械・同修理 その他の対個人サービス
その他の製造工業製品 事務用品
再生資源回収・加工処理 分類不明
産業分類
製造業
建設業
電気・ガス・水道業
不動産業
運輸業
情報・通信業
政府サービス生産者
サービス業
農業
鉱業
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図 2-13 産業部門別の県内総生産に占める市内総生産の割合 
 
表 2-3 産業連関表による粗付加価値の算出と産業部門別の県内総生産による市内総生産の
算出との比較                       （単位：千円） 
 
1次推計 2次推計 2次/1次 1次推計 2次推計 2次/1次
農業 12,789,680 8,703,162 0.6805 13,985,000 8,410,000 0.6014
林業 982,200 735,910 0.7492 438,000 130,000 0.2968
水産業 212,503 56,936 0.2679 30,000 15,000 0.5000
鉱業 483,591 552,793 1.1431 2,000 133,000 66.5000
製造業 44,188,625 37,249,208 0.8430 82,711,000 57,008,000 0.6892
建設業 105,833,571 49,449,758 0.4672 40,538,000 37,630,000 0.9283
電気・ガス・水道業 46,061,594 49,777,320 1.0807 24,490,000 16,416,000 0.6703
卸売・小売 188,754,826 168,671,689 0.8936 113,178,000 141,523,000 1.2504
金融・保険 86,889,135 87,051,405 1.0019 70,976,000 64,177,000 0.9042
不動産業 149,050,800 129,737,586 0.8704 125,774,000 133,894,000 1.0646
運輸業 38,605,947 42,566,786 1.1026 45,056,000 42,188,000 0.9363
情報・通信業 100,232,141 69,685,974 0.6952 55,351,000 37,037,000 0.6691
政府サービス生産者 185,409,797 141,482,356 0.7631 143,046,000 132,316,000 0.9250
対家計民間非営利ｻｰﾋﾞｽ生産者 6,340,474 7,729,217 1.2190 12,007,000 13,973,000 1.1637
サービス業 318,336,084 318,858,680 1.0016 219,074,000 206,601,000 0.9431
盛岡市 山形市
産業部門
0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6
農 業 
林 業 
水産業 
鉱 業 
製造業 
建設業 
電気･ｶﾞｽ･水道業 
卸売･小売業 
金融･保険業 
不動産業 
運輸業 
情報通信業 
サービス業 
政府サービス生産者 
対家計民間非営利ｻｰﾋﾞｽ生産者 
山形市 盛岡市 
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図 2-14 盛岡市産業連関表の 2 次推計の結果 
 
外消費支出と同じ項目であることから，合
計が同じである必要がある。そこで，ここ
では粗付加価値部門の家計外消費支出の合
計額を県の家計外消費支出（列）における
産業部門別内訳構成比で按分する。 
 民間消費支出の総額は県の産業連関表の
民間消費支出額に県に占める市の人口割合
をかけて算出する。平成 26 年度の人口デー
タを用いて人口割合を算出，この値に平成
25 年度の県内総生産の民間最終消費額を
かけて，市の民間消費額を算出する。この
額を県の家計消費支出における産業部門別
内訳構成比で按分する。 
 一般政府消費支出の総額は県の産業連関
表の一般政府消費支出額に県の世帯数に占
める市の割合をかけて算出する。使用する
世帯数は平成 26 年のものである。この額を
県の一般政府消費支出における産業部門別
内訳構成比で按分する。 
 市内総固定資本形成（公的）の総額は県
の産業連関表の合計額に岩手県の投資的経
費に占める盛岡市の割合をかけて算出する。
使用する投資的経費は平成 26 年の決算カ
ードによるものである。この額を県の総固
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定資本形成（公的）における産業部門別内
訳構成比で按分する。 
 市内総固定資本形成（民間）・在庫純増の
総額は県の産業連関表の合計額に岩手県の
公務を除く全産業の就業者数に占める盛岡
市の割合をかけて算出する。使用する就業
者数は平成 26 年のものである。この額を県
の総固定資本形成（民間）に対する市 2 次
推定の産業部門別の割合で按分する。 
 移輸出は市外への供給であり，県の生産
額に占める移輸出の比率と同じ割だけ移輸
出が行われると仮定する。県の産業連関表
の部門別の合計額に占める移輸出の割合を
算出し，この値に市の産業連関表の部門別
の合計額（第二次推定）をかけて算出する。 
 移輸入は市内への需要である。そこで消
費財は県の人口に占める市の割合に県の部
門別の移輸入額をかけて算出する。投資財
は県の総固定資本形成（民間）に対する市
2 次推定の産業部問別の割合に県の部門別
の移輸入額をかけて算出する。 
 
(5) バランス調整 
 最終需要項目の推計を行った後，産業部
門別の列合計額（供給）と行合計額（需要）
の調整を行う必要がある。これは列合計額
（供給）と行合計額（需要）とでは別の方
法で推計をしているため，必ず一致すると
は限らない。調整は列を基準に行の方を以
下のように行う。 
(ア) 市内需要合計（中間需要＋市内最終
需要）－移輸入が負の値となれば，
移輸入による供給が市内需要より
多いということになり，移輸入額を
減らすことで調整を行う。これは市
内需要合計がすべて移輸入に頼っ
ているとき自給率が 0%となり，市
内需要分以上の移輸入，つまり自給
率はマイナスとなりえないためで
ある。 
(イ) 部門別の生産額合計（列合計）と移
輸出との比較を行う。生産額合計以
上に移輸出はありえないことから，
生産額合計（列合計）－移輸出が負
の値となれば，移輸出額を減らすこ
とで調整を行う。 
(ウ) 上記の調整で列合計額（供給）より
行合計額（需要）が多くなっている
場合，需要が多くなっていることで，
移輸入を増やすことで調整を行う。 
(エ) 上記の方法でも列合計額（供給）と
行合計額（需要）が一致しない場合，
市内需要を減らすことで調整を行
う。 
(オ) (エ)の方法で調整が完成できなかっ
た場合，調整項に必要な額を入れる。 
 
3．影響力係数と感応度係数 
 
 第 2 節で完成した産業連関表をもとに市
の投入係数表を作成し，移輸入の影響を除
去した逆行列係数表（レオンチェフ逆行列）
を求める。逆行列係数は経済波及効果を分
析するために必要な係数である。また，逆
行列係数表をもとに影響力係数と感応度係
数を求めることができる。 
影響力係数は逆行列の各部門の列和を全
部門の列和全体の平均で除した比であり，
特定の列部門に対する最終需要の 1 単位の
増加があったとき，産業全体の生産に波及
する影響力が相対的にどの程度大きいかを
示す。1 より大きい部門は他の部門への波  
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表 3-1 盛岡市の 103 部門の感応度係数と影響力係数 
 
No． 部門 影響力係数 感応度係数 No． 部門 影響力係数 感応度係数
1 耕種農業 1.005 0.987 53 その他の電気機械 0.762 0.783
2 畜産 1.082 1.244 54 通信機械・同関連機器 0.954 0.783
3 農業サービス 0.983 0.958 55 電子計算機・同附属装置 0.758 0.783
4 林業 1.362 1.100 56 自動車 0.874 0.783
5 水産業 0.894 0.789 57 船舶・同修理 0.752 0.783
6 金属鉱物 0.785 0.783 58 その他の輸送機械・同修理 0.939 0.797
7 石炭・石油・ガス 0.783 0.783 59 その他の製造工業製品 0.924 0.792
8 非金属鉱物 1.311 0.961 60 再生資源回収・加工処理 1.183 1.001
9 食肉・畜産食料品 1.353 0.800 61 建築 0.934 0.783
10 水産食料品 0.928 0.786 62 建設補修 0.952 1.574
11 精穀・製粉 0.984 0.921 63 土木 0.986 0.783
12 めん・パン・菓子類 0.998 0.792 64 電力 0.946 2.076
13 その他の食料品 1.000 0.860 65 ガス・熱供給 0.947 0.912
14 飲料・たばこ 0.958 0.788 66 水道 0.963 1.115
15 飼料・有機質肥料（別掲を除く。） 0.998 0.792 67 廃棄物処理 0.958 0.991
16 繊維工業製品 0.866 0.825 68 卸売 0.972 2.351
17 衣服・その他の繊維製品 0.861 0.787 69 小売 0.976 1.284
18 木材・木製品 1.265 0.805 70 金融・保険 0.993 1.963
19 家具・装備品 0.956 0.796 71 不動産仲介及び賃借 1.028 1.450
20 パルプ・紙・板紙・加工紙 0.786 0.783 72 住宅賃貸料 0.986 0.783
21 紙加工品 1.018 0.892 73 住宅賃貸料（帰属家賃） 0.857 0.783
22 印刷・製版・製本 0.954 1.011 74 鉄道輸送 0.944 0.855
23 化学肥料 1.049 0.820 75 道路輸送（自家輸送を除く。） 0.903 2.026
24 無機化学工業製品 1.209 0.811 76 自家輸送 1.285 1.846
25 有機化学工業製品 1.067 0.802 77 水運 1.041 0.848
26 合成樹脂・化学繊維 0.787 0.783 78 航空輸送 0.743 0.783
27 医薬品 1.168 0.783 79 貨物利用運送 1.015 0.800
28 化学最終製品（医薬品を除く。） 0.958 0.785 80 倉庫 1.064 0.793
29 石油・石炭製品 1.046 0.846 81 運輸附帯サービス 1.047 1.201
30 プラスチック製品 0.943 0.848 82 郵便・信書便 0.885 0.877
31 ゴム製品 0.983 0.784 83 通信 1.159 1.551
32 なめし革・毛皮・同製品 1.014 0.792 84 放送 1.211 1.398
33 ガラス・ガラス製品 1.044 0.783 85 情報サービス 1.062 1.747
34 セメント・セメント製品 1.171 0.824 86 公務 0.978 1.096
35 陶磁器・その他の窯業・土石製品 1.089 0.799 87 教育 0.873 0.823
36 銑鉄・粗鋼 0.789 0.783 88 研究 0.952 1.803
37 鉄屑 0.786 0.774 89 医療・保健衛生 0.929 0.849
38 鋼材 0.784 0.783 90 社会保険・社会福祉 0.932 0.783
39 鋳鍛造品・その他の鉄鋼製品 1.000 0.825 91 介護 0.887 0.783
40 非鉄金属精錬・精製 0.781 0.783 92 その他の非営利団体サービス 0.997 0.924
41 非鉄金属屑 0.779 0.776 93 物品賃借サービス 0.963 1.935
42 非鉄金属加工製品 0.891 0.784 94 広告 1.424 1.204
43 建設・建築用金属製品 0.951 0.846 95 自動車整備・機械修理 0.881 2.150
44 その他の金属製品 0.917 0.894 96 その他の対事業所サービス 0.942 2.908
45 はん用機械 0.959 0.783 97 宿泊業 1.049 0.783
46 生産用機械 0.988 0.784 98 飲食サービス 0.985 0.827
47 業務用機械 0.991 0.784 99 洗濯・理容・美容・浴場業 0.933 0.849
48 電子デバイス 0.772 0.783 100 娯楽サービス 0.921 0.885
49 その他の電子部品 0.967 0.795 101 その他の対個人サービス 0.905 0.836
50 産業用電気機械 1.041 0.783 102 事務用品 0.890 0.923
51 民生用電気機器 0.769 0.783 103 分類不明 1.000 1.342
52 電子応用装置・電気計測器 0.765 0.783
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表 3-2 山形市の 103 部門の感応度係数と影響力係数 
  
No. 部門 影響力係数 感応度係数 No. 部門 影響力係数 感応度係数
1 耕種農業 1.051 0.933 55 電子計算機・
同附属装置 0.792 0.792
2 畜産 1.040 0.819 56 乗用車 0.792 0.792
3 農業サービス 1.005 0.891 57 その他の
自動車 0.881 0.792
4 林業 0.978 0.850 58 自動車部品・
同附属品 0.977 0.826
5 漁業 0.967 0.793 59 船舶・同修理 0.950 0.798
6 金属鉱物 0.792 0.792 60 その他の輸送
機械・同修理 0.910 0.794
7 石炭・原油・
天然ガス 1.121 0.825 61 その他の
製造工業製品 1.140 0.801
8 非金属鉱物 0.792 0.792 62 再生資源回収・
加工処理 1.255 0.890
9 食料品 1.079 1.012 63 建築 1.047 0.792
10 飲料 1.044 0.798 64 建設補修 1.053 1.417
11 飼料・
有機質肥料
（別掲を除く。） 0.959 0.798 65 公共事業 1.074 0.792
12 たばこ 0.792 0.792 66 その他の
土木建設 1.025 0.792
13 繊維工業
製品 1.002 0.796 67 電力 1.087 2.340
14 衣服・その他
の繊維既製品 0.991 0.793 68 ガス・熱供給 0.991 0.880
15 木材・木製品 1.077 0.848 69 水道 1.191 1.177
16 家具・装備品 1.077 0.809 70 廃棄物処理 0.958 0.899
17 パルプ・紙・
板紙・加工紙 1.092 0.894 71 商業 1.049 4.859
18 紙加工品 1.074 0.928 72 金融・保険 1.011 2.043
19 印刷・
製版・製本 1.010 0.986 73 不動産仲介
及び賃貸 1.044 1.484
20 化学肥料 0.792 0.792 74 住宅賃貸料 0.995 0.792
21 無機化学
工業製品 1.029 0.801 75 住宅賃貸料
（帰属家賃） 0.905 0.792
22 石油化学
基礎製品 0.792 0.792 76 鉄道輸送 0.992 0.879
23 有機化学工業製品（石油化学基礎
製品を除く。） 0.868 0.793 77 道路輸送
（自家輸送
を除く。） 0.909 2.356
24 合成樹脂 0.792 0.792 78 自家輸送 1.260 2.103
25 化学繊維 0.792 0.792 79 水運 0.792 0.792
26 医薬品 1.253 0.817 80 航空輸送 0.792 0.792
27 化学最終製品
（医薬品を除く。） 0.955 0.797 81 貨物利用運送 0.945 0.798
28 石油製品 0.792 0.792 82 倉庫 1.078 0.823
29 石炭製品 0.958 0.793 83 運輸附帯
サービス 1.022 0.988
30 プラスチック
製品 1.002 0.950 84 郵便・信書便 0.922 0.849
31 ゴム製品 0.939 0.821 85 通信 1.185 1.621
32 なめし革・
毛皮・同製品 1.031 0.802 86 放送 1.218 1.337
33 ガラス・
ガラス製品 1.044 0.800 87 情報サービス 1.007 0.942
34 セメント・
セメント製品 1.084 0.863 88 インターネット
附随サービス 1.304 0.859
35 陶磁器 0.792 0.792 89 映像・音声・
文字情報制作 1.111 1.348
36 その他の窯業・
土石製品 0.978 0.804 90 公務 0.979 1.054
37 銑鉄・粗鋼 0.792 0.792 91 教育 0.913 0.916
38 鋼材 0.792 0.792 92 研究 1.020 1.595
39 鋳鍛造品 0.982 0.894 93 医療 1.009 0.804
40 その他の
鉄鋼製品 0.961 0.947 94 保健衛生 1.031 0.941
41 非鉄金属
製錬・精製 0.909 0.805 95 社会保険・
社会福祉 0.992 0.792
42 非鉄金属
加工製品 0.999 1.091 96 介護 0.954 0.792
43 建設・建築用
金属製品 1.061 0.820 97 その他の
非営利団体
サービス 1.052 1.129
44 その他の
金属製品 1.007 0.887 98 物品賃貸
サービス 1.006 1.470
45 はん用機械 1.007 0.828 99 広告 1.618 0.993
46 生産用機械 0.985 0.806 100 自動車整備・
機械修理 0.936 1.655
47 業務用機械 0.996 0.793 101 その他の
対事業所
サービス 0.932 2.223
48 電子デバイス 1.039 0.828 102 宿泊業 1.124 0.792
49 その他の
電子部品 1.014 0.830 103 飲食サービス 1.045 0.827
50 産業用
電気機器 1.034 0.831 104 洗濯・理容・
美容・浴場業 0.994 0.846
51 民生用
電気機器 0.920 0.792 105 娯楽サービス 1.037 0.908
52 電子応用装置・
電気計測器 0.944 0.796 106 その他の
対個人サービス 1.047 0.856
53 その他の
電気機械 0.982 0.794 107 事務用品 1.147 0.915
54 通信機械・
同関連機器 0.994 0.794 108 分類不明 1.245 1.403
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及効果が大きいと解釈する。 
感応度係数は逆行列の各部門の行和を全
部門の行和全体の平均で除した比であり，
すべての最終需要が 1 単位の増加があった
とき，どの行部門が相対的に大きな影響を
受けるかを示す。１より大きい部門は他の
部門からの波及の影響が大きいと解釈する。 
表 3-1 は盛岡市の 103 部門の影響力係数
と反応度係数を示したものである。影響力
が大きい部門は広告，林業，食肉・畜産食
品，非金属鉱物，自家輸送，木材・木製品，
放送，無機化学鉱業製品，再生資源回収・
加工処理，セメント・セメント製品等で合
計 30 部門がある。反応度が大きい部門はそ
の他の対事業所サービス，卸売，自動車整
備・機械修理，電力，道路輸送（自家輸送
を除く），金融・保険，物品賃貸サービス，
自家輸送，研究，情報サービス等で合計 24
部門がある。 
表 3-2 は山形市の 108 部門の影響力係数
と反応度係数を示したものである。影響力
が多き部門は広告，インターネット付随サ
ービス，自家輸送，再生資源回収・加工処
理，医薬品，分類不明，放送，水道，通信，
事務用品などで合計 55 部門がある。反応度
が大きい部門は商業，道路輸送（自家輸送
を除く），電力，その他の対事業所サービス，
自家輸送，金融・保険，自動車整備・機械
修理，通信，研究，不動産仲介及び賃貸等
で合計 20 部門がある。 
 
4．結語 
 
 本稿は盛岡市と山形市の産業連関表の作
成を試みた。盛岡市と山形市の産業連関表
の部門別の生産額を推定する際に，事業
所・企業統計の産業別従業者数を用いて，
県に対する市の割合で県の部門別の生産額
を按分する形を取った。しかし，農林水産
業は企業組織や事業所形態ではなく，個人
や兼業などの生産者が多いことから，事業
所・企業統計による按分では，生産額が不
正確になる。しかし，盛岡市と山形市は農
林水産業に関する統計が少なく，今後の課
題となる。 
 最終需要項目の移輸出入に関して，アン
ケートによる商品流動調査を実施すること
で推計する方法がある。この方法と本稿の
産出方法との比較が必要と思われる。こち
らの今後の課題となる。 
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